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独立行政法人 中小企業基盤整備機構
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の節税！

◎個人事業主が配偶者又は子に事業の全部譲渡
◎法人成りし、その会社の役員に就任しなかった（※）
◎法人成りし、その会社の役員に就任した（役員たる小規
　模企業者となったときを除く。）（※）

◎任意解約
◎機構による共済契約の解除
　 （12 か月以上の掛金滞納など）
◎法人成りし、その会社の役員たる小規模企業者と
　なった（※）

※ 平成 22 年 12 月以前に加入した個人事業主が、金銭出資により法人成りをしたときは、共済事由が異なります。（平成 23 年 1 月以降に共済事由が発生し、
　 同一人通算・承継通算手続きをした方を除く。）

※共済金等の請求事由が生じても、特定の要件に該当すれば、共済金等
を受け取らずに、所定の手続きをすることによって、それまでの掛金納付月
数を通算して共済契約を続けることができます。

※1 「課税される所得金額」とは、その年分の総所得金額から、基礎控除、扶養控除、
 社会保険料控除等を控除した後の額で、課税の対象となる額をいいます。
※2 税額は、平成26年6月1日現在の税率に基づき、所得税は復興特別所得税を含めて計算しています。
　　住民税均等割については、5,000円としています。
※3 節税額の計算については、中小機構ホームページの「加入シミュレーション」をご利用ください。
 （http://www.smrj.go.jp/skyosai/simulation/） 

◎個人事業の廃止
（注）配偶者、子へ事業を
　　　全部譲渡した場合を
　　　除きます。
◎個人事業主の死亡

◎老齢給付（65 歳以上で
　180 か月以上掛金を納付
　した方は請求することによ
　り受給権を得ます。）

◎個人事業主の廃業に伴
　う共同経営者の退任
◎共済契約者の死亡
◎共同経営者の疾病又は
　負傷による退任

◎老齢給付（65 歳以上で
　180 か月以上掛金を納付
　した方は請求することによ
　り受給権を得ます。）

◎個人事業主の配偶者又は子への事業の全部譲渡に伴い、
　共同経営者が配偶者又は子へ事業の全部譲渡（共同経営
　者の地位の譲渡）
◎個人事業主が法人成りし、共同経営者がその会社の役員に
　就任しなかった
◎個人事業主が法人成りし、共同経営者がその会社の役員に
　就任した（役員たる小規模企業者となったときを除く。）

◎任意解約
◎機構による共済契約の解除
　 （12 か月以上の掛金滞納など）
◎個人事業主が法人成りし、共同経営者がその会社の
　役員たる小規模企業者となった
◎共同経営者の退任による解約

◎会社等の解散
（注）組織変更により会社
　　を解散した場合を除
　　きます。

◎会社等役員の疾病又は負
　傷による退任
◎会社等役員の死亡
◎老齢給付（65 歳以上で
　180 か月以上掛金を納付
　した方は請求することによ
　り受給権を得ます。）

◎会社等役員の退任（疾病・負傷・死亡・解散を除く。） ◎任意解約
◎機構による共済契約の解除
　 （12か月以上の掛金滞納など）

常時使用する従業員が20人以下（宿泊業・娯楽業を
除くサービス業、商業では5人以下）の個人事業主お
よび会社の役員


